
 

 

別表１ （第５条関係） 

補助事業の種

別 

補助事業の実施に要す

る経費 

補助対象経費の限度額 補助金の額 

(1)耐震診断

(ただし、第７

条第３項の規

定により知事

の指定を受け

た者によるも

のに限る。) 

① 耐震診断に要する

経費 

 

 

 

次に掲げる方法で算定した額 

ア 面積 1,000㎡以内の部分 

3,670円／㎡ 

イ  面積 1,000 ㎡を超えて

2,000㎡以内の部分 

1,570円／㎡ 

ウ 面積 2,000㎡を超える部分 

1,050円／㎡ 

補助対象経費 

② 設計図書の復元、耐

震判定機関による耐震

診断結果の判定その他

の通常の耐震診断に要

する経費以外の経費の

うち、知事が必要と認

めるもの 

1,570,000円 

(2)耐震診断

(ただし、前号

に該当するも

のを除く） 

耐震診断に要する経費

および設計図書の復

元、耐震判定機関によ

る耐震診断結果の判定

その他の通常の耐震診

断に要する経費以外の

経費のうち、知事が必

要と認めるもの 

次に掲げる方法で算定した額 

ア 延べ面積 1,000 ㎡未満の建

築物 

3,570円/㎡ 

イ 延べ面積 1,000 ㎡以上の建

築物 

2,550,000円+1,020円/㎡ 

補助対象経費 

(3)補強設計 補強設計に要する経費

および耐震判定機関に

よる設計内容の判定に

要する経費 

ア 面積 1,000㎡以内の部分 

 3,670円／㎡ 

イ 面積 1,000 ㎡を超えて 2,000

㎡以内の部分 

 1,570円／㎡ 

ウ 面積 2,000㎡を超える部分 

 1,050円／㎡ 

補助対象経費に

12 分の５を乗じ

て得た額以内の

額とし、千円未満

の端数を生じた

場合は、その端数

を切り捨てた額

とする。 

(4) 耐震改修 耐震改修に要する経費 51,200円／㎡以内。ただし、免震

工法等を含む特殊な工法による場

合は、51,200円を 83,800円に読

み替える。なおマンション※の場

合は、51,200円を 50,200円に、住

宅（マンションを除く。）の場合

は、51,200 円を 34,100 円に読み

替える。 

補助対象経費に

0.1265 を乗じて

得た額以内の額

とし、千円未満の

端数を生じた場

合は、その端数を

切り捨てた額と

する。 

※マンション：共同住宅のうち耐火建築物または準耐火建築物であって、延べ面積が 1,000 ㎡以上で

あり、かつ、地階を除く階数が原則として３階以上のもの 

 

 

 



 

 

別表２ 添付書類等 
申請の種類 必要とする様式 添付書類 

全体設計承認申

請（第６条） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

滋賀県避難路沿道建築物耐震化

促進事業補助金全体設計（変更）

承認申請書（様式第１号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 理由書（申請時期のタイミングが今

になった理由、耐震改修が単年度で完

了しない理由等、年度をまたぐことが

やむを得ない理由を記載したもの） 

(2) 耐震改修の工程表（理由書と相違が

ないものでかつ年度ごとの出来高がわ

かるもの） 

(3)改正耐震改修促進法における耐震診

断義務付け対象建築物であることの確

認書(様式第 18号) 

(4) 建物全部事項証明書（取得後３ヶ月

以内の原本）または建築物の所有権を

証する書類の写し 

(5) 建築物の所有者が複数の場合は、代

表者の承諾書と共有者全員の同意書 

(6) 区分所有建築物の場合は、管理組合

の規約の写しと事業の実施を決議した

ことを証する書類 

(7) 所有者が法人の場合は、法人全部事

項証明書 

(8) 確認通知書の写しまたは建築年月日

を証する書類および昭和 56年６月１日

以降の増改築の状況を証する書類 

(9) 付近見取図、配置図、各階平面図、立

面図、断面図および求積図（配置図およ

び各階平面図は、耐震改修前および耐

震改修後ともとし工事内容の概要を付

記すること。また立面図または断面図

は、対象とする建築物の高さ、道路から

の距離等および道路幅員が確認できる

ものとすること。） 

(10) 外観写真および撮影方向を示す平

面図 

(11) 耐震診断および補強設計の実施者

の耐震診断資格者を証する書類の写し

（建築士免許証および講習会修了証） 

(12) 当初耐震診断時および補強設計に

よる改修後建築物における耐震診断結

果の写しおよび耐震判定機関による評

価書の写し 

(13) 耐震改修にかかる見積書の写し(補

助対象経費とその他の経費を分け、年

度ごとの事業内訳や支払額、補助金申



 

 

  請額がわかるもの) 

(14) 耐震診断、補強設計にかかる補助金

交付決定通知書の写し（ある場合） 

(15) 承認を受けた全体設計が事業予定

期間内に完了しない場合に、交付済の

補助金を知事に返還する旨の誓約書 

(16)その他知事が必要と認める書類 

全体設計承認通

知（第６条） 

滋賀県避難路沿道建築物耐震化

促進事業補助金全体設計（変更）

承認書（様式第２号） 

 

交付申請 

（第７条） 

(1)交付申請書 

（様式第３号） 

(2)事業計画書  

(耐震診断:様式第3-1-1号ま

たは様式第 3-1-2号) 

(補強設計:様式第 3-2号) 

(耐震改修:様式第 3-3号)  

(3) 滋賀県避難路沿道建築物耐

震化促進事業に係る消費税仕

入税額控除確認書 

（補助対象経費に消費税等を含

める場合） 

耐震診断／補強設計 

様式第 4-1号 

(耐震改修:様式第 4-2号) 

(4) 滋賀県避難路沿道建築物耐

震化促進事業補助金振込先確

認書 

（様式第５号） 

 

 

次に示す書類。ただし、第６条第３項の規

定により全体設計の承認を受けた場合は

その他知事が特に認める場合は、一部の

書類について省略することができる。 

【耐震診断・補強設計・耐震改修共通】 

(1) 全体設計承認申請にかかる添付書類

の(3)～(8)、(15) 

【耐震診断】 

(1) 付近見取図、配置図、各階平面図、立

面図、断面図および求積図（立面図また

は断面図は、対象とする建築物の高さ、

道路からの距離等および道路幅員が確

認できるものとすること。） 

(2)耐震診断実施者の耐震診断資格者を

証する書類の写し（建築士免許証およ

び講習会修了書） 

(3)耐震診断の見積書の写し 

(4) 耐震診断結果報告期限までに滋賀県

避難路沿道建築物耐震化促進事業によ

る耐震診断の実施の意向を示した者で

あることの指定通知書（様式第 3-1-1号

により申請しようとする場合） 

【補強設計】 

(1) 全体設計承認申請にかかる添付書類

の(11) 

(2) 【耐震診断】にかかる添付書類の(1)

および(2)  

(3) 当初耐震診断時の結果の写しおよび

耐震判定機関による評価書の写し 

(4)補強設計の見積書の写し 

(5) 耐震診断にかかる補助金交付決定通

知書の写し（ある場合） 

【耐震改修】 

(1) 全体設計承認申請にかかる添付書類

の(9)～(12)、(14) 

(2) 耐震改修の工程表 

(3) 耐震改修の見積書の写し 



 

 

耐震診断結果報

告期限までに滋

賀県避難路沿道

建築物耐震化促

進事業による耐

震診断の実施の

意向を示した者

であることの指

定申請（第７条

第２項） 

耐震診断結果報告期限までに滋

賀県避難路沿道建築物耐震化促

進事業による耐震診断の実施の

意向を示した者であることの指

定申請書（様式第６号） 

 

耐震診断結果報

告期限までに滋

賀県避難路沿道

建築物耐震化促

進事業による耐

震診断の実施の

意向を示した者

であることの指

定通知（第７条

第３項） 

耐震診断結果報告期限までに滋

賀県避難路沿道建築物耐震化促

進事業による耐震診断の実施の

意向を示した者であることの指

定（不指定）通知書（様式第７号） 

 

交付決定通知 

（第９条） 

滋賀県避難路沿道建築物耐震化

促進事業補助金交付（不交付）決

定通知書（様式第８号） 

 

事業着手届 

（第 11条） 

滋賀県避難路沿道建築物耐震化

促進事業着手届（様式第９号） 

(1)契約書の写し 

(2)工程表 

取下げ届 

（第 12条） 

滋賀県避難路沿道建築物耐震化

促進事業補助金申請取下げ届

（様式第 10号） 

 

（交付決定額）

変更申請（第 13

条第１項） 

(1)滋賀県避難路沿道建築物耐

震化促進事業補助金交付決定

額変更申請書（様式第 11号） 

(2)事業計画書 

(耐震診断:様式第3-1-1号

または様式第 3-1-2号) 

(補強設計:様式第 3-2号) 

(耐震改修:様式第 3-3号) 

 

(1)申請内容の変更を示す図書 

(2)変更契約書の写し 

変更交付決定通

知 

(第 13条第２項) 

滋賀県避難路沿道建築物耐震化

促進事業補助金変更交付（不交

付）決定通知書（様式第 12号） 

 

事業中止（廃止）

届 

（第 14条） 

滋賀県避難路沿道建築物耐震化

促進事業中止（廃止）届（様式第

13号） 

 

実績報告 

（第 15条） 

(1)実績報告書 

（様式第 14号） 

(2)事業実績書 

(耐震診断:様式第14-1-1号

１）耐震診断 

(1)耐震診断結果報告書 

(2)耐震判定機関による評価書の写し 

(3)耐震診断費用明細書および領収書



 

 

または様式第 14-1-2号) 

(補強設計:様式第 14-2号) 

(耐震改修:様式第 14-3号) 

の写し  

(4)その他知事が必要と認める書類 

２）補強設計 

 (1)補強設計図書および構造計算書の

写し 

 (2)耐震判定機関による評価書の写し 

(3)補強設計費用明細書および領収書

の写し 

(4)その他知事が必要と認める書類 

３）耐震改修 

 (1)補強設計図書（設計変更があった場

合は変更にかかる図書） 

 (2)工事の施工がわかる資料（写真、施

工図等） 

(3)耐震改修費用明細書（設計変更があ

った場合は変更にかかる明細書）お

よび領収書の写し 

(4)その他知事が必要と認める書類 

額の確定通知 

（第 16条） 

滋賀県避難路沿道建築物耐震化

促進事業補助金の額の確定通知

書（様式第 15号） 

 

交付決定の取消

し通知 

(第 18条第２項) 

滋賀県避難路沿道建築物耐震化

促進事業補助金交付決定取消し

通知書（様式第 16号） 

 

補助金の返還通

知 

（第 19条） 

滋賀県避難路沿道建築物耐震化

促進事業補助金返還通知書（様

式第 17号） 

 

消費税仕入控除

税額の報告 

(第 19条第２項） 

消費税仕入控除税額報告書  

 


